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答   申  

 

審 査 請 求 人 （ 以 下 「 請 求 人 」 と い う 。 ） が 提 起 し た 生 活 保 護 法 （ 以

下 「 法 」 と い う 。 ） ６ ３ 条 の 規 定 に 基 づ く 各 返 還 金 額 決 定 処 分 に 係 る

各 審 査 請 求 に つ い て 、 審 査 庁 か ら 諮 問 が あ っ た の で 、 次 の と お り 答 申

す る 。  

 

第 １  審 査 会 の 結 論  

１  ○ ○ 福 祉 事 務 所 長 （ 以 下 「 処 分 庁 」 と い う 。 ） が 令 和 ２ 年 ６ 月

２ ５ 日 付 け で 行 っ た 法 ６ ３ 条 の 規 定 に 基 づ く 返 還 金 額 決 定 処 分 の

返 還 金 額 決 定 額 ４ ， １ ７ ８ ， ８ ９ ３ 円 の う ち 、 ４ ， １ ７ ８ ， ０ １

３ 円 を 超 え る 部 分 を 取 り 消 す べ き で あ る 。  

２  そ の 余 の 本 件 各 審 査 請 求 は 、 い ず れ も 棄 却 す べ き で あ る 。  

 

第 ２  審 査 請 求 の 趣 旨  

本 件 各 審 査 請 求 の 趣 旨 は 、 処 分 庁 が 、 令 和 ２ 年 ６ 月 ２ ５ 日 及 び

同 年 ７ 月 １ ４ 日 付 け の 費 用 返 還 決 定 通 知 書 （ 以 下 そ れ ぞ れ 「 本 件

処 分 通 知 書 １ 」 「 本 件 処 分 通 知 書 ２ 」 と い い 、 併 せ て 「 本 件 各 処

分 通 知 書 」 と い う 。 ） に よ り 請 求 人 に 対 し て 行 っ た 、 法 ６ ３ 条 の

規 定 に 基 づ く 各 返 還 金 額 決 定 処 分 （ 以 下 、 本 件 処 分 通 知 書 １ に よ

る 処 分 を 「 本 件 処 分 １ 」 、 本 件 処 分 通 知 書 ２ に よ る 処 分 を 「 本 件

処 分 ２ 」 と い い 、 併 せ て 「 本 件 各 処 分 」 と い う 。 ） の 取 消 し を 求

め る も の で あ る 。  

 

第 ３  請 求 人 の 主 張 の 要 旨  

請 求 人 は 、 以 下 の こ と か ら 、 本 件 各 処 分 の 違 法 性 又 は 不 当 性
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を 主 張 し て い る 。  

○ ○ 銀 行 か ら ８ ／ ７ 、 ８ ／ １ １ に お 金 を ７ ９ ０ 万 円 お ろ し て

落 と し た の で 、 処 分 を 取 り 消 し て 、 お 金 を ４ ， １ ７ ８ ， ８ ９ ３

円 と １ ， ７ ３ １ ， ７ １ ３ 円 返 し て く だ さ い 。 お 願 い し ま す 。  

 

第 ４  審 理 員 意 見 書 の 結 論  

本 件 各 審 査 請 求 の う ち 、 本 件 処 分 １ の 返 還 金 額 決 定 額 を ４ ，

１ ７ ８ ， ８ ９ ３ 円 と 決 定 し た 部 分 の う ち 、 ４ ， １ ７ ８ ， ０ １ ３

円 を 超 え る 部 分 の 取 消 し を 求 め る 審 査 請 求 は 理 由 が あ る か ら 、

行 政 不 服 審 査 法 ４ ６ 条 １ 項 の 規 定 を 適 用 し て 取 り 消 す べ き で あ

り 、 そ の 余 の 部 分 及 び 本 件 処 分 ２ に 係 る 審 査 請 求 に つ い て は 理

由 が な い か ら 、 同 法 ４ ５ 条 ２ 項 の 規 定 を 適 用 し て 棄 却 す べ き で

あ る 。  

 

第 ５  調 査 審 議 の 経 過  

審 査 会 は 、 本 件 諮 問 に つ い て 、 以 下 の よ う に 審 議 し た 。  

年  月  日  審  議  経  過  

令 和  ２ 年 １ ２ 月 １ ４ 日  諮 問  

令 和  ３ 年  ２ 月 ２ ６ 日  審 議 （ 第 ５ ２ 回 第 １ 部 会 ）  

令 和  ３ 年  ３ 月 １ ５ 日  審 議 （ 第 ５ ３ 回 第 １ 部 会 ）  

 

第 ６  審 査 会 の 判 断 の 理 由  

審 査 会 は 、 請 求 人 の 主 張 、 審 理 員 意 見 書 等 を 具 体 的 に 検 討 し

た 結 果 、 以 下 の よ う に 判 断 す る 。  

１  法 令 等 の 定 め  

(1) 保 護 の 補 足 性 ・ 基 準  

法 ４ 条 １ 項 は 、 保 護 は 、 生 活 に 困 窮 す る 者 が 、 そ の 利 用 し 得

る 資 産 、 能 力 そ の 他 あ ら ゆ る も の を 、 そ の 最 低 限 度 の 生 活 の
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維 持 の た め に 活 用 す る こ と を 要 件 と し て 行 わ れ る と し て い

る 。  

ま た 、 法 ８ 条 １ 項 は 、 保 護 は 、 厚 生 労 働 大 臣 の 定 め る 基 準 に

よ り 測 定 し た 要 保 護 者 の 需 要 を 基 と し 、 そ の う ち 、 そ の 者 の

金 銭 又 は 物 品 で 満 た す こ と の で き な い 不 足 分 を 補 う 程 度 に お

い て 行 う も の と す る と し て お り 、 保 護 費 は 、 上 記 保 護 の 基 準

に 従 っ て 、 要 保 護 者 各 々 に つ い て 具 体 的 に 決 定 さ れ る も の で

あ る 。  

(2) 費 用 返 還 義 務  

法 ６ ３ 条 は 、 被 保 護 者 が 、 急 迫 の 場 合 等 に お い て 資 力 が あ る

に も か か わ ら ず 、 保 護 を 受 け た と き は 、 保 護 に 要 す る 費 用 を

支 弁 し た 都 道 府 県 又 は 市 町 村 に 対 し て 、 す み や か に 、 そ の 受

け た 保 護 金 品 に 相 当 す る 金 額 の 範 囲 内 に お い て 保 護 の 実 施 機

関 の 定 め る 額 を 返 還 し な け れ ば な ら な い と し て い る 。  

(3) 相 続 に よ る 財 産 の 取 得 と 法 ６ ３ 条 の 規 定 の 適 用  

民 法 ８ ８ ２ 条 及 び ８ ９ ６ 条 は 、 相 続 は 死 亡 に よ っ て 開 始 さ

れ 、 相 続 人 は 相 続 開 始 の 時 か ら 被 相 続 人 の 財 産 に 属 し た 一 切

の 権 利 義 務 を 承 継 す る も の と し て い る 。 ま た 、 同 法 ９ ０ ７ 条

１ 項 及 び ９ ０ ９ 条 本 文 は 、 共 同 相 続 人 は 、 被 相 続 人 が 遺 言 で

禁 じ た 場 合 を 除 き 、 い つ で も 、 そ の 協 議 で 、 遺 産 の 全 部 又 は

一 部 の 分 割 を す る こ と が で き 、 そ の 遺 産 の 分 割 は 、 相 続 開 始

の 時 に さ か の ぼ っ て そ の 効 力 を 生 ず る と し て い る 。  

し た が っ て 、 遺 産 相 続 の 場 合 に 法 ６ ３ 条 の 規 定 に 基 づ く 費 用

返 還 の 対 象 と な る 資 力 の 発 生 時 点 は 、 被 相 続 人 の 死 亡 時 と 解

す べ き で あ り 、 被 保 護 者 が 相 続 す る こ と と な っ た 財 産 の 額 を

限 度 と し て 、 被 相 続 人 死 亡 時 以 後 支 給 さ れ た 保 護 費 に つ い て

返 還 請 求 の 対 象 と す る こ と と な る （ 以 上 「 生 活 保 護 問 答 集 に

つ い て 」 （ 平 成 ２ １ 年 ３ 月 ３ １ 日 付 厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護 局
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保 護 課 長 事 務 連 絡 。 以 下 「 問 答 集 」 と い う 。 ） 問 １ ３ － ６

（ 答 ） (2)） 。  

(4) 就 労 に 伴 う 収 入 以 外 の 収 入 の 認 定 ・ 必 要 経 費  

「 生 活 保 護 法 に よ る 保 護 の 実 施 要 領 に つ い て 」 （ 昭 和 ３ ８ 年

４ 月 １ 日 付 社 発 第 ２ ４ ６ 号 厚 生 省 社 会 局 長 通 知 。 以 下 「 局 長

通 知 」 と い う 。 ） 第 ８ ・ １ は 、 勤 労 （ 被 用 ） 収 入 、 農 業 収

入 、 農 業 以 外 の 事 業 （ 自 営 ） 収 入 並 び に 恩 給 及 び 年 金 等 の 収

入 以 外 の 収 入 は 、 そ の 全 額 を 当 該 月 の 収 入 と し て 認 定 す る こ

と と し て い る 。  

「 生 活 保 護 法 に よ る 保 護 の 実 施 要 領 に つ い て 」 （ 昭 和 ３ ６ 年

４ 月 １ 日 付 厚 生 省 発 社 第 １ ２ ３ 号 厚 生 事 務 次 官 通 知 。 以 下

「 次 官 通 知 」 と い う 。 ） 第 ８ ・ ３ ・ (2)・ イ ・ (ア )は 、 贈 与 等

に よ る 金 銭 で あ っ て 社 会 通 念 上 収 入 と し て 認 定 す る こ と を 適

当 と し な い も の の ほ か は 、 す べ て 認 定 す る こ と と し 、 ま た 、

同 ・ (ウ )は 、 (ア )の 収 入 を 得 る た め に 必 要 な 経 費 と し て こ れ

を 受 領 す る た め の 交 通 費 等 を 必 要 と す る 場 合 は 、 そ の 実 際 の

必 要 額 を 認 定 す る こ と と し て い る 。  

そ し て 、 相 続 は 、 被 相 続 人 の 死 亡 を 原 因 と し た も の で は あ る

も の の 、 対 価 の 給 付 を 伴 わ ず に 被 相 続 人 の 財 産 が 一 方 的 に 相

続 人 に 移 動 す る 点 に お い て 、 贈 与 と 類 似 し た も の で あ る と 解

さ れ る こ と か ら 、 上 記 贈 与 等 の 収 入 認 定 及 び 必 要 な 経 費 の 控

除 に 係 る 取 扱 い は 相 続 に お け る 各 種 経 費 の 控 除 に つ い て も 同

様 に 適 用 さ れ る と 解 さ れ る 。  

(5) な お 、 次 官 通 知 及 び 局 長 通 知 は 、 い ず れ も 地 方 自 治 法 ２ ４

５ 条 の ９ 第 １ 項 及 び ３ 項 の 規 定 に 基 づ く 法 の 処 理 基 準 で あ

る 。 ま た 、 「 問 答 集 」 は 、 地 方 自 治 法 ２ ４ ５ 条 の ４ 第 １ 項 の

規 定 に 基 づ く 技 術 的 な 助 言 （ ガ イ ド ラ イ ン ） で あ り 、 上 記 ⑶

の 内 容 は 法 令 の 解 釈 と し て 合 理 的 な も の と 認 め ら れ る 。  
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２  本 件 各 処 分 に つ い て の 検 討  

(1) 法 ６ ３ 条 の 規 定 の 適 用 に つ い て  

実 父 は 平 成 ２ ７ 年 ５ 月 ２ ６ 日 に 死 亡 し た こ と が 推 定 さ れ る こ

と か ら 、 請 求 人 は 、 同 日 時 点 で 相 続 財 産 を 得 た 、 す な わ ち

「 資 力 」 が 発 生 し た と い え る （ １ ・ (3)） 。 そ れ に も か か わ ら

ず 、 請 求 人 は 、 当 該 資 力 発 生 日 （ 平 成 ２ ７ 年 ５ 月 ２ ６ 日 ） か

ら 、 現 実 に 相 続 金 を 手 に し た 日 （ 令 和 ２ 年 ５ 月 ２ ７ 日 、 同 年

７ 月 ８ 日 及 び 同 月 １ ０ 日 ） ま で の 間 、 処 分 庁 か ら の 保 護 を 受

け て い た こ と が 認 め ら れ る 。  

し た が っ て 、 請 求 人 に つ い て は 、 法 ６ ３ 条 が 定 め る 「 被 保 護

者 が 、 急 迫 の 場 合 等 に お い て 資 力 が あ る の に も 関 わ ら ず 、 保

護 を 受 け た と き 」 の 要 件 に 該 当 す る と い え る の で あ る か ら 、

同 条 の 規 定 が 適 用 さ れ 、 請 求 人 に は 、 実 父 の 死 亡 に よ り 得 た

本 件 各 相 続 金 の う ち 、 時 効 に か か ら な い 期 間 （ 平 成 ２ ７ 年 ７

月 １ 日 か ら 本 件 廃 止 の 日 の 前 日 の 令 和 ２ 年 ７ 月 ７ 日 ま で ） に

係 る 本 件 支 給 済 保 護 費 の 範 囲 内 に お い て 処 分 庁 が 定 め た 額 を

処 分 庁 へ 返 還 す る 義 務 が 生 じ た と い え る 。  

法 ６ ３ 条 の 規 定 は 、 被 保 護 者 に 対 し て 最 低 限 度 の 生 活 を 保 障

す る と い う 保 護 の 補 足 性 の 原 則 に 反 し て 保 護 費 が 支 給 さ れ た

場 合 に 、 支 給 し た 保 護 費 の 返 還 を 求 め 、 以 て 生 活 保 護 制 度 の

趣 旨 を 全 う し よ う と す る も の で あ る か ら （ 東 京 高 等 裁 判 所 平

成 ２ ５ 年 ４ 月 ２ ２ 日 判 決 ・ 裁 判 所 ウ ェ ブ サ イ ト 裁 判 情 報 掲

載 ） 、 上 記 の 事 実 を 踏 ま え る と 、 処 分 庁 が 、 法 ６ ３ 条 の 規 定

を 適 用 し て 本 件 各 処 分 を 行 っ た こ と に 、 違 法 又 は 不 当 な 点 は

認 め ら れ な い 。  

(2) 本 件 処 分 １ に つ い て  

本 件 処 分 １ に お い て 、 処 分 庁 は 、 請 求 人 に 係 る 法 ６ ３ 条 の 規

定 に い う 資 力 の 額 を 、 本 件 相 続 金 １ （ ５ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０
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円 ） 及 び 本 件 余 剰 金 （ ３ ８ ， ８ ９ ３ 円 ） の 合 計 か ら 、 必 要 経

費 と し て 、 弁 護 士 等 費 用 （ ８ ６ ０ ， ０ ０ ０ 円 ） を 控 除 し た 額

４ ， １ ７ ８ ， ８ ９ ３ 円 と 認 定 し た こ と が 認 め ら れ る 。 そ の

際 、 処 分 庁 は 、 本 件 送 金 手 数 料 （ ８ ８ ０ 円 ） を 必 要 経 費 と 認

定 せ ず に 、 同 額 （ ４ ， １ ７ ８ ， ８ ９ ３ 円 ） に 相 当 す る 支 給 済

保 護 費 に つ い て 返 還 金 額 と し て 決 定 し て い る こ と が 認 め ら れ

る 。  

し か し な が ら 、 次 官 通 知 第 ８ ・ ３ ・ (2)・ イ ・ (ア )及 び 同 ・

(ウ )に よ れ ば 、 贈 与 等 の 収 入 を 得 る た め に 必 要 な 経 費 と し て

当 該 収 入 を 受 領 す る た め の 交 通 費 等 を 必 要 と す る 場 合 は 、 そ

の 実 際 の 必 要 額 を 認 定 す る と さ れ て い る と こ ろ （ １ ・ (4)） 、

本 件 送 金 手 数 料 は 、 請 求 人 が 本 件 相 続 金 １ を 得 る た め に 必 要

な 経 費 で あ る と 認 め ら れ る か ら 、 本 件 処 分 １ の 返 還 決 定 額 の

算 定 に は 誤 り が あ る と い わ ざ る を え な い 。  

そ う す る と 、 本 件 処 分 １ に 係 る 返 還 対 象 期 間 に お け る 支 給 済

保 護 費 の 合 計 額 （ 以 下 「 本 件 支 給 済 保 護 費 １ 」 と い う 。 ） は

５ ， ８ ７ ７ ， ２ ６ ６ 円 で あ る と こ ろ （ 別 紙 １ － １ 「 返 還 金 額

算 定 表 （ 本 件 処 分 １ ・ 正 ） 」 ） 、 請 求 人 に お い て 発 生 し た 資

力 は 、 上 記 の 誤 り に か か わ ら ず 本 件 支 給 済 保 護 費 １ を 下 回 る

の で 、 請 求 人 が 「 資 力 が あ る に も か か わ ら ず 」 受 給 し た 保 護

費 と し て は 、 本 件 相 続 金 １ 及 び 本 件 余 剰 金 の 合 計 か ら 必 要 経

費 を 控 除 し た 金 額 に 相 当 す る 金 額 （ た だ し 、 処 分 庁 が 認 定 し

た ４ ， １ ７ ８ ， ８ ９ ３ 円 （ 別 紙 １ － ２ 「 返 還 金 額 算 定 表 （ 本

件 処 分 １ ・ 誤 ） 」 ） で は な く 、 本 件 送 金 手 数 料 も 控 除 し た

４ ， １ ７ ８ ， ０ １ ３ 円 ） で あ る と い え る （ 別 紙 １ － １ ） 。  

し た が っ て 、 本 件 処 分 １ の う ち 、 正 し い 資 力 の 額 で あ る ４ ，

１ ７ ８ ， ０ １ ３ 円 を 超 え る 部 分 （ 本 件 送 金 手 数 料 に 相 当 す る

支 給 済 保 護 費 の 返 還 金 額 決 定 分 （ ８ ８ ０ 円 ） ） に つ い て は 、
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上 記 １ の 法 令 等 に 則 っ て な さ れ た も の と は い え な い か ら 取 消

し を 免 れ な い 。  

(3) 本 件 処 分 ２ に つ い て  

本 件 処 分 ２ に お い て 、 処 分 庁 は 、 請 求 人 に 係 る 法 ６ ３ 条 の 規

定 に い う 資 力 の 額 を 、 本 件 相 続 金 ２ （ １ ０ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０

円 ） か ら 、 必 要 経 費 と し て 、 請 求 人 の 遺 産 分 割 協 議 に 要 し た

交 通 費 （ １ ７ ， ５ ４ ６ 円 ） を 控 除 し た 額 ９ ， ９ ８ ２ ， ４ ５ ４

円 と し た こ と が 認 め ら れ る 。  

そ し て 、 本 件 処 分 ２ に お け る 返 還 対 象 期 間 （ 平 成 ３ １ 年 １ 月

か ら 令 和 ２ 年 ２ 月 ま で の 間 ） の 支 給 済 保 護 費 が １ ， ７ ３ １ ，

７ １ ３ 円 で あ り 、 資 力 の 額 ９ ， ９ ８ ２ ， ４ ５ ４ 円 が 同 額 を 上

回 る こ と か ら 、 同 支 給 済 保 護 費 の 全 額 に つ い て 、 返 還 金 額 と

し て 決 定 し た も の と 認 め ら れ る （ 別 紙 ２ 「 返 還 金 額 算 定 表

（ 本 件 処 分 ２ ） 」 ） 。  

そ う す る と 、 本 件 処 分 ２ は 、 上 記 １ の 法 令 等 の 規 定 に 則 っ て

な さ れ た 適 法 な も の と 認 め ら れ 、 違 算 も 認 め ら れ な い 。  

３  請 求 人 の 主 張 に つ い て の 検 討  

請 求 人 は 、 上 記 第 ３ の と お り 、 令 和 ２ 年 ８ 月 ７ 日 及 び 同 月 １

１ 日 に 銀 行 口 座 か ら 引 き 出 し た 相 続 金 の 一 部 を 紛 失 し た と し

て 、 本 件 処 分 を 取 り 消 す こ と を 求 め て い る 。  

し か し な が ら 、 本 件 各 処 分 後 に 請 求 人 が 相 続 金 の 一 部 を 紛 失

し た と す る 主 張 に つ い て は 具 体 的 な 立 証 が 一 切 な い か ら 、 請 求

人 の 主 張 に は 理 由 が な い 。  

４  そ の 他 の 違 法 性 又 は 不 当 性 に つ い て の 検 討  

そ の 他 、 本 件 処 分 に 違 法 又 は 不 当 と す べ き 点 は 認 め ら れ な い 。  

 

以 上 の と お り 、 審 査 会 と し て 、 審 理 員 が 行 っ た 審 理 手 続 の 適 正 性 や

法 令 解 釈 の 妥 当 性 を 審 議 し た 結 果 、 審 理 手 続 、 法 令 解 釈 の い ず れ も 適
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正 に 行 わ れ て い る も の と 判 断 す る 。  

 よ っ て 、 「 第 １  審 査 会 の 結 論 」 の と お り 判 断 す る 。  

 

（ 答 申 を 行 っ た 委 員 の 氏 名 ）  

髙 橋 滋 、 千 代 田 有 子 、 川 合 敏 樹  

 

別 紙 １ 及 び 別 紙 ２ （ 略 ）  

   

 


